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発表要旨
(1) わが国で社会サービスを利用するには、3つの医学的フィルターを通過しなければならず、さらに生活上の診断・分割的評価を受け、いわばパッチワークのようなしくみとなっている。

(2) 「望むアウトカム」を満たすことなく、膨大な予算をつぎ込む障害程度区分のプロセスを通して、受給者はともすると依存的意識をもたされる。
(3) 生活の連続性、柔軟性を保障する制度の一例としてパーソナル・アシスタントを挙げる。

(4) 少しは柔軟性をもつ重度訪問介護を全身性障害に限定せず、障害やその程度にこだわることなく、暮らし方とその人の生活する力に応じて利用できる仕組みを求めたい。

(5) 社会サービスに対して主導権を持てるパーソナル・アシスタントと現金給付（ダイレクト・ペイメント）は、「望むアウトカム」を志向する上で検討する価値がある。
１．はじめに

　“暮らし”に社会サービスを必要としている「障害」がある人は、その「望むアウトカム」注1)と一致しない社会サービスをやむを得ず受給するか、あるいは受給対象に該当しないとされる場合がある。その不一致の要因を考えることと、社会サービスのあり方を検討する上でパーソナル・アシスタント注2)を素材にしてみたい。
２．社会サービスに関わる援助者が巻き込まれている“診断的援助”

　社会サービスを提供するまでに医学的フィルターが3つ用意されている。行政的「障害」の認定を必要とする人は、診断を前提とした身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の取得を求められる。その後の第2、第3のフィルターは、障害ある人たちの力を削ぎ、依存的意識を植え付けるために膨大な予算を費やしている注3)。社会サービスを受けるための障害程度区分認定調査である。そこには多額の作成料を行政が負担する医学的意見書が必要であり、手帳に続く第2の医学的判断が登場する。そして、コンピュータ振り分けの後に、おおかた医師を含む認定審査会にて第3のフィルターを通過し、ようやく社会サービスにたどり着くかに見える。ところが、その先に行われる「ニーズ・アセスメント」や「支給量決定」では、本人の「望むアウトカム」に従って社会サービスが提供されるべきところを、福祉領域の援助者までもが医療的アプローチと変わらない“診断的援助”を行うことになる。“勘案”事項という行政表現を使って、生活を小割りにして評価し、モザイクのように援助を貼り合せる。医学的アプローチが最後まで障害ある人たちを引きずっている。
３．障害程度区分の認定調査にみる“不思議な作業”

　障害程度区分の認定調査には、“暮らし”がない。障害者手帳に加えて、さらに行政的「障害程度区分」を認定したところで、“暮らし”に必要な社会サービスの決定根拠にはならない。そのことについて視覚障害を例に取り上げてみたい。
　報告者は神奈川県視覚障害者福祉協会と共同で「認定調査」の欠落している点を整理し、その後は、県の認定調査員研修には視覚障害者自身の講義により当事者視点の評価方法を示してきている。

　その理由は、106の調査項目のうち視覚障害に関わる事項は数項目のみであり、その他の項目は、現実の暮らしを反映していないものである。例示すれば、「食事摂取」の項目で「視覚障害者で、配膳の際におかずの種類や配列を知らせると自分で摂取できる場合には『できる』と判断する」よう指示している。その「知らせる」という援助が重要であるにも関わらず、そこは無視される。このような不思議な判定基準がみられることから、106項目のうち、24項目について視覚障害用の判断基準を示した注4)。しかし、これは現行制度を“暮らし”に関わり無い判断をしようとしていることに対する反論でもある。このような認定調査は、“暮らし”に社会サービスを必要とする「障害」のある人が、その「望むアウトカム」を求めているにもかかわらず、不要な時間と膨大な経費をかけているにすぎない。

　視覚障害のある人に限らないが、“暮らし”に必要な社会サービスは、日々繰り返し行っている行為だけではなく、不規則な生活行為に対応できるかどうか、ということであり、日常生活の中で生活の質を左右するさまざまな情報を取得できるかどうか、さらに、周りの環境が流動的な状況の中で、自らの行動が的確にできるかどうか、でもある。その場合、細切れのサービスではなく一連の生活行為について包括的な対応が必要となる。実は、このことは障害種別の問題ではなく、その人の暮らし方や環境に大きく影響されることであり、“暮らし”を保障する上で最も重要な点である。ここにパーソナル・アシスタントの導入を検討すべき根拠がある。
４．障害を限定してサービス提供がなされる背景

　「重度訪問介護」は、なぜ肢体不自由に限定し、他の障害を排除しているのだろうか。たしかに、その前身である全身性障害者介護人派遣事業や自薦ヘルパー制度にみる自治体レベルの施策を国レベルに上げたことには違いない。障害者運動により勝ち取ってきたこともわかる。しかし、他の障害に広げてこなかったことは医学的診断や専門職主導による施策に引きずられてきたのではないか。「重度訪問介護」は「重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で食事や入浴、排泄の介護、外出時における移動の支援などを総合的に行う」となっている。重度の肢体不自由のある人以外は、細切れのサービスをつなぎ合わせることで問題はない、ということにはならないだろう。そして、ここでは障害程度をさらに細かく規定している。「障害程度区分が4以上で、①二肢以上に麻痺があること、②障害程度区分の認定調査項目のうち『歩行』『移乗』『排尿』『排便』のいずれも『できる』以外と認定されていること、の両者を満たしている者」と示されている。暮らし方の選択を障害程度で決められている、とも言える。このことは、行動援護でもみられる。「知的障害者、精神障害者、障害児。区分3以上で、調査項目のうち行動関連項目(11項目)などの合計点数が8点以上の者」となっている。すなわち、環境要因など別の側面は考慮されずに、点数でサービス受給の可否が決められている。
こうしてみてくると、あらためて障害程度区分は診断的「専門性」を保持しようとしているものであり、社会サービスを必要としている人にとっては依存を迫られ、ネガティブな自己像を作り上げることになりかねない。
５．“暮らし”に対応するパーソナル・アシスタント

　ここで、イギリスのパーソナル・アシスタントの一例を挙げてみる注5)。
　シンディは、3人の子育てをしている母親であり、視覚障害(弱視)がある。家事を行い、買い物をし、そして、子どもを保育園に連れていくことは、｢主婦｣として「母親」としての役割を主体的に果たす、いわば当たり前の行為である。低視覚であるため、赤ちゃんを含む3人の子どもと外出する際に、誘導の介助ではなく子どもたちと共に安全に道路を横断したり、買い物をする際の子どもの見守りをしたり、ということが必要となる。また、毎日の手紙などを読んだり、返信の宛名書きをしたり、携帯に登録するための読み上げをしたりすることも必要となる。それらを、パーソナル・アシスタントが行っている。日本でいう居宅介護や移動支援(誘導)の従事者とも違う。時々刻々と変わる生活変化に対応する上で、パーソナル・アシスタントはフレキシビリティがある。パーソナル・アシスタントは、あくまで障害ある人の自己決定、自立的生活の志向のもとに援助している。社会サービスの主導権を誰がもっているか、ということがもっとも重要なことである。
６．“暮らし”に必要な社会サービスと、その選択権、自己決定権
　障害のある人がふつうの“暮らし”を求める時、生活行為を分割してそれぞれモザイクのように社会サービスを当てはめている障害者自立支援法。その下では、生活を遂行する上での困難なところを居宅介護、重度訪問介護、行動援護、移動支援などに分類し、それぞれに障害を当てはめ、その上で、生活すべてが計画的・規則的に行われなければならない支給方法をとっている。
　知的障害や発達障害のある人、高次脳機能障害や精神障害のある人などにとっては、援助に当たる人との関係性を重視する必要があろう。しかし、それらが資格という｢専門性｣をもって提供者側の主導で行われがちである。実は、そこでもっとも大切なことは障害ある人自身が主導権を持ち、決定・選択できることなのである。それを無視することは、専門職の優位性、障害ある人の社会サービスにおける従属性を示している。そこで、社会サービスの利用者主導を獲得するための、また、望むアウトカムを達成するための、一つの選択肢としてパーソナル･アシスタントを据えてもよいのではないだろうか。
７．パーソナル・アシスタントと現金給付

　社会サービスが利用者主導となるには、限定メニューの選択制では満たされず、個別化された「望むアウトカム」に対応するものでなければならない。暮らしとは、突発的な出来事に遭遇したり、流動的で変化を伴うものである。個人の趣味嗜好や価値観、援助を受ける姿勢なども、千差万別である。それらを満たすには、利用者主導の制度づくりに真剣に取り組む必要がある。例えば、日中の通所先を考えた時、既存の中に適当なところがなく、精神的活性化をもたらすところが一般のカルチャー教室であればそこを利用したり、ショートステイが適応しにくい施設であれば、自宅を利用したり、他の宿泊施設を利用することも考えられてよいだろう。つまり、介護保険制度でいう事業所の代理受領ではなく本人受領として、フレシキブルな社会資源の活用を可能にする上で、社会サービスの現金給付が一つの方策でもある。
　ここでは、費用対効果を期待しての現金給付というよりも、「望むアウトカム」を導く実践的な手法として示すものであり、利用者に主導権と自立をもたらすものと考えている。したがって、上記のような柔軟な決定が可能ならば、必ずしも現金給付にこだわらない。給付形態の多様性は必要だが、むしろ社会サービスにおける主体性と柔軟性を見直す上でも、この課題は検討の価値があろう。
【注】

1) 障害ある人の社会サービスに関するニーズ・アセスメントは、生活行為の困難点を補うための項目を明らかにするところから始められてしまう。しかし、イギリスでは暮らしに何を望んでいるのかを重視して、そこから社会サービスを作り上げていくアプローチ、「アウトカム・アセスメント」が行われてきている。どのように生活したいか、生活の目標は何か、どのようなアウトカムを望んでいるかを捉え、それに基づいて社会サービスを提供する。このアウトカムとは、ケアに関することに限定しない。自立と自己決定、清潔や快適性、経済活動への参加などを含んでいる。

　なお、小川喜道「障害者福祉－ダイレクト・ペイメントの行方」(特集:イギリスの社会保障)海外社会保障研究169号、国立社会保障・人口問題研究所編(2009年12月)にて触れている。

2) 我が国では、訪問介護が身体介護と家事援助に区分されたり、外出については移動支援に委ねられたりしている。重度訪問介護はそれらを包含しているので、ここでいうパーソナル・アシスタントの業務に近い。イギリスでは、断片的に生活に対応するのではなく、暮らしに必要なさまざまな業務が含まれている。BCODP(イギリス障害者協議会)のパーソナル・アシスタントの業務例を示すと次のようになる。ちなみに、この制度は、障害種別、障害程度を問わない。
①一般的に求められる業務

　・寝室や浴室での洗面、入浴の介助、・身支度：毛髪、つめ、足、皮膚などのケア、・排泄の管理、・衣服の着脱の援助、・ベッドと車椅子の移乗、・日常的な身体機能訓練、・要求に基づく食事の介助、・家事援助、・ベッド・メーキング、・買い物その他の援助、・食事の準備、調理、・子供の世話、家屋内の仕事：部屋の掃除や家具の配置、他の維持管理

②他の業務

　・朝、車の準備・掃除、・車への移乗介助、・家屋の外面のメンテナンス、例えば、道路までの雪かき、・福祉機器の維持管理、例えば、車椅子・ホイスト・他の機器、・仕事、社会参加の付き添い

3) 障害程度区分認定等事務費の平成20年度予算19億円、21年度16億円。1件あたりの所要額(20年度)は、自治体職員の場合3,981円、委託の場合6,907円。人件費相当額での事業所との認定調査契約1件77,150円、認定調査1件ごとの単価契約8,534円。つまり、認定調査が事業所収益に絡んでいる。また、医学的意見書作成料(在宅・新規の場合)は、5,250円。
　出典は、財務省主計局「予算執行調査資料」(2010年2月)：

http://www.mof.go.jp/jouhou/syukei/sy2201/2201b.htm
4) 小川喜道・NPO法人神奈川県視覚障害者福祉協会「障害者自立支援法に基づく障害程度区分の認定調査－視覚障害者に対する判断基準のポイント」(2006年)として6頁でまとめている。関心のある方は、pdfファイルまたはテキスト・ファイルで提供する(小川アドレスへ連絡されたい)。

5) ここに示す事例は、次のURLから動画で見ることができる。このURLは、保健省が提供するケア・ネットワークの中のパーソナライゼーションのＨＰである。
http://www.dhcarenetworks.org.uk/personalisation/index.cfm
今日のイギリスにおける社会サービスの基本方針は「パーソナライゼーション」である。これは、「個別化されたサービス(Personalised services)」「選択する自由(Freedom to choose)」「利用者主体でケアをコントロール(In control)」との考え方に基づいている。具体的には、「セルフ・アセスメント(self-assessment)」を通して、自らの状態や見通しを示すことであり、必要に応じて介護者や後見人、専門職からの援助を受けて、それを表現するものである。そして、「本人主導のサポート(self directed support)」として、障害ある人自らが生活を管理し、援助者に対して主体性をもつことである。
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